
４．金融機関の取組みの現状
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Q&A 

Q これらの施策に対する協力状況はモニタリングされるのか。それはどのよ

うに報告すればよいか。

A 産業・金融一体となった総合支援体制の整備におけるKPI（成果目標）に

も掲げていますように、主要な施策については、金融機関等の関与、実施

件数等をモニタリングする体制を整備する方針にあります。具体的な報告

内容等については、今後検討していきますが、金融機関への追加的な作

業・報告負担は、極力、最小限に止めるよう努めるつもりです。

Q それぞれの政策にかかる相談窓口はどこか。

A まち・ひと・しごと創生に関する政策は多岐に亘りますため、ご不明な点

等があれば、一義的には、まち・ひと・しごと創生本部事務局にご照会下

さい。必要に応じて、所管省庁等をご紹介させて頂きます。

内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局

03-6257-141２ 堀本、西川、利川、比留間、熊倉、藤木、広沢
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アンケート調査結果（概要）

地方版総合戦略の策定等に向けた金融機関の取組状況

まち・ひと・しごと創生本部事務局では、地方版総合戦略の策定等に向けた、現時

点における金融機関の取組状況を把握するため、アンケート調査を実施

―― アンケート対象金融機関は、都銀等（みずほ、三井住友、三菱東京UFJ、りそな、埼玉りそな、三井住友信託、みずほ信託、三
菱UFJ信託銀行の８行）、地方銀行（64行）、第二地方銀行（41行）、信用金庫（267金庫）、信用組合（職域を除く137組合）の計517
金融機関（回収率は100％）。

―― アンケート実施時期は、３月下旬から４月上旬。

１．地方版総合戦略の策定への関与

・ 地方版総合戦略の策定に向けて、約７割の金融機関が地方公共団体と顔合わせを中心に接触。接触し
た地方公共団体は、本店所在地の都道府県・市区町村や、指定金融機関を引き受けている先が多い。

・ 金融機関側はマンパワーの問題もあり、地元の全ての地方公共団体に公平に対応することが難しい。

・ 既に公表された地方版総合戦略（骨子・案を含む）の策定に関与した金融機関は限定的（約１割）。

・ 個別事業については、約５割の金融機関が関与もしくは地方公共団体から関与の打診・要望を受けてい
る。具体的には、個別事業の企画・立案への参画や、ビジネスマッチングなどの支援を行っている。

２．地方版総合戦略に盛り込まれる可能性のある個別事業への関与

・ 約６割の金融機関が、地方創生に向けて、専門チームの立ち上げなど何らかの態勢整備や、地方公共
団体との包括連携協定の締結などを実施。

３．地方創生推進に向けた態勢整備の状況等
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（参考）沖縄県の人口・産業の状況
（「地域経済分析システム」より）
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人口推移
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企業数
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従業者数
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労働生産性（すべての産業）
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創業比率
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